
様式第２６号（第20条関係） 

都市計画法の規定に適合していることを証する書面の交付申請書 
○○年 ○○月 ○○日 

（宛先）桑名市長 

               申請者 住所又は所在地  

                   氏名又は名称及  

                   び代表者氏名                    

               連絡先 住所又は所在地  

                   氏名又は名称   

                   担当者名                      

                   電話及びﾌｧｸｼﾐﾘ  

 

 都市計画法施行規則第60条      の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 建築主の住所及び氏名（上記申請者と同じ場合は記載不要） 

住   所             ※上記申請者と同じ場合は記載不要 

氏   名             ※上記申請者と同じ場合は記載不要 

２ 建築しようとする土地の所在及び地番、地目、面積並びに許可の有無等 

所在地及び地番 桑名市大字○○字○○ ○○番、○○番 【※土地登記簿と要整合】 

都市計画区域 □市街化区域  ■市街化調整区域  □都市計画区域外 

地    目 宅地・雑種地 面    積 341.94㎡【建築確認の敷地面積】 

開発許可、建築許可等 有・無     年  月  日  第        号 

３ 建築物の用途、構造及び規模 

工 事 種 別 新築   増築   改築   その他（           ） 

用    途 専用住宅、車庫、物置 構    造 木造、鉄骨造 

階    数 2階 延 べ 面 積 164.79（内増築部分100.00）㎡ 

４ 適合していることの証明を受けようとする条、項及び号 

    ■ 都市計画法  第  29  条  第  1  項   第   2   号 

    □ 法第29条の開発許可を要しない   □ 法第43条の建築許可を要しない 

    □ （                        ） 

 

 １ この申請書には、次に掲げる書類を添付すること。 

(1) 位置図（土地の形状及び周辺の状況のわかる縮尺2,500分の１程度のもの） 

(2) 土地の地籍図（公図）の写し 

(3) 配置図、建築物の各階平面図及び立面図 

(4) 市街化調整区域に線引き以前からある既存建築物の増改築の場合は、次に掲げる書類 

ア 当該土地及び建物登記事項証明書（これにより判断できない場合は市長が発行する 

土地及び建築物の固定資産評価証明書（建設年度明示のもの）も必要とする。） 

イ 申請人と評価証明の名義が違う場合は、所有又は現住していることを証する書類 

ウ 当該既存土地又は建物の状況を示す２面以上の現況写真 

(5) 開発許可を要しない証明の場合 

ア 現況と計画が判断できる図面(盛土、切土、高さ、擁壁高等)及び２面以上の現況写真 

イ 造成時期及び当初利用目的が分かる書類（当該申請書の空欄に付記しても可） 

ウ 法第29条第２号に該当するものにあっては、農業従事者証明書 

(6) その他市長が必要と認める書類及び図書 

第１項 
第２項 

申請者に関する 
住所氏名を記入 

連絡先に関する 
住所氏名電話及び

ファクシミリ又は

メールを記入 

記入例 

都計法第 29 条、42 条、43 条を対象に明示して下さい。 

【記入に際しての注意事項】 
・所在地及び地番については、登記簿と整合させてください（添付書類全て同様） 
 （「－（ハイフン）」や「番」、「番地」も含め、整合させてください。） 
 一筆の一部が計画敷地に含まれている場合は「〇〇番の一部」等のように記入してください。 
・地目は計画敷地内の全ての土地登記の地目を記入してください。 
・建築物の用途、構造は、敷地内の全ての建築物について、記入してください。 
・階数については、敷地内の建築物の最高値を記入してください。 
・延べ面積はすべての建築物の延べ面積を合計してください。 
・面積（延べ面積も同様）については、求積図等各図面および建築確認と整合させてください。 
【手数料】 
・4,000 円です。（書類確認後、納入通知書により納付してください。） 
・手数料の納付窓口は 9：00～15：00 です。 
【提出部数】 
・本申請時は正本、副本、各 1 部で、合計 2 部必要です。 


